
令和６年度狭山市決算関係資料

地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） １９億６,５０５万４千円

（歳出）
２３３億２,５５３万２千円

国(県)
支出金

地方債 その他
地方消費税交付
金(社会保障財源

化分)
その他 事　　業　　名

人件費,事務費等
を除いた事業費

地方消費税交付
金(社会保障財源

化分)
その他

社会福祉総務費 1,015,883 62,553 639 952,691

高齢者福祉費 469,442 151,236 73,553 244,653

障害者福祉費 4,613,471 3,184,260 33,353 486,026 909,832 障害者自立支援・障害児通所等給付事業費 3,857,296 2,932,177 486,026 439,093

児童福祉総務費 3,343,614 2,036,389 25,307 1,281,918

児童保育費 4,142,575 2,959,467 150,170 434,375 598,563
子ども・子育て新制度関連事業費
（子どものための教育・保育給付事業費、
地域子ども・子育て支援事業費）

3,851,106 3,024,301 434,375 392,430

総合子育て支援センター費 34,795 21,651 13,144

保育所費 490,583 1,933 111,600 59,227 317,823

青い実学園費 10,104 236 9,868

学童保育室費 330,487 164,154 64,427 101,906

生活保護総務費 12,040 2,097 9,943

扶助費 2,098,364 1,538,863 559,501

小　計 16,561,358 10,122,603 111,600 406,912 920,401 4,999,842 小　計 7,708,402 5,956,478 920,401 831,523

国民年金費 63 63

国民健康保険事業費 900,000 470,851 58 429,091

介護保険事業費 2,101,746 96,839 119 2,004,788

小　計 3,001,809 567,753 177 2,433,879 小　計

後期高齢者医療事業費 2,392,578 301,698 102,450 1,044,653 943,777 後期高齢者医療事業費 2,392,578 404,148 1,044,653 943,777

保健衛生総務費 322,170 19,056 15,732 287,382

保健センター費 57,803 264 8,910 48,629

母子健康費 151,592 67,455 1,307 82,830

予防費 838,222 53,311 124,430 660,481

小　計 3,762,365 441,784 252,829 1,044,653 2,023,099 小　計 2,392,578 404,148 1,044,653 943,777

23,325,532 11,132,140 111,600 659,918 1,965,054 9,456,820 充当先事業費　総計 10,100,980 6,360,626 1,965,054 1,775,300

　その他社会保障施策・・・社会福祉（生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉）、社会保険（国民健康保険、介護保険、年金）、保健衛生（医療、疾病の予防対策、健康増進対策）

社会福祉

※社会保障経費対象外となる経費は除外しています（公共建築物解体事業費等）

※社会保障４経費・・・年金、医療、介護、子育て

社会保険

保健衛生

総　　計

※財源内訳は「人件費、事務費等を除いた事業費」の内訳となります

社会保障４経費その他社会保障施策に要する総事業費
（人件費、事務費等を除く）

（単位：千円）

区分 款　　項　　目 人件費,事務費等
を除いた事業費

財　　源　　内　　訳 うち地方消費税交付金（社会保障財源化分）　充当先 財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

特定財源

一 般 財 源

　消費税率引き上げに伴う地方消費税交付金の増額分については、社会保障４経費及びその他社会保障施策(※)に要する経費(人件費、事務費等を除く）として
活用することとされています。
　本市では一般会計の社会保障関連事業費の中で占める割合が大きい、下記３事業の財源として活用しました。


